
調整池イノベーションエコシステム（まちの価値共創）

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

①提案によって解決する自治体の課題のイメージ

様式１
■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

• 近年の水災害の頻発化・激甚化を踏まえた水災害リスクへの対応が一層求められる中、防災・減災に資するまちの整備において、雨水を一時的
に貯留する「調整池」は、まちづくりの中核的施設である。本提案は、この機能の維持に必要な予算の確保（歳入の増加）につなげるものである。

• 他方で、高度経済成長期以降大きく発展したわが国の都市は、令和という新しい時代を迎え、この間、経済・社会情勢は大きく変化し、まちづくりに
求められる役割も大きく変化している。特に大規模な「調整池」は、まちなかの貴重なオープンスペースである。本提案は、地域の新たな価値創造、
地域課題の解決という形で「調整池」およびその界隈へ再投資を呼び込むため、「調整池」本来の機能を損ねず、地域住民や開発事業者等のニー
ズと場所性を考慮し、「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」の推進に資する「新しい都市空間」として活用可能な官民連携手法を提供する。

• 調整池のイノベーションエコシステムは、地球環境の視点では、サーキュラーエコノミー（循環型経済）への移行を推し進める、3R+Renewableを
原則とした「プラスチック資源循環促進法」の精神を踏まえ、自治体・住民が協力した自主回収・再資源化と、調整池の上面利用を結び付けること
で、地球規模の環境貢献に加え、プラスチックごみの地産地消による地域の安全性・快適性につなげて、土地・地域の価値向上を図る。

• 事業者を公平に選定し、地域の合意を得るには、産官学民との幅広いネットワークや専門性を有した第三者的組織が必要である。本提案は、公益
社団法人が核となって運営する。

現状の三方 提案の三方よし行政、企業、住民の互いの『わからない』の連鎖が障害に 本研究会が互いの『わからない』に寄り添い共創へ

調整池の上面利用など

民間のビジネス視点と官
のパブリック視点、住民の
ユーザー視点で共創



調整池イノベーションエコシステム（まちの価値共創）

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

②提案の概要

③スキーム（技術）の導入により得られる効果

様式１

その他

■インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

会社名 ：公益社団法人雨水貯留浸透技術協会
担当部署：調整池イノベーションエコシステム研究会

担当者：屋井 裕幸
連絡先（電話番号）：03-5275-9591

メールアドレス：h-okui@arsit.or.jp

調整池イノベーションエコシステムは、再生プラスチッ
ク製構造体（環境負荷低減部材）等を用いた調整池
上面の空間利用（P （プラスチック）to P（ポンド：池））
を提案し、「まちを活かす」と同時に歳入も増やすこと
で、まちを「守る」「強くする」「豊にする」といった多角
的な価値の共創を実現し、地域活性化を図る。

提案が目指す展開

調整池エコシステムは、公益社団法人が運営の核と
なり、地域貢献を主目的として、事業者の選定、地
域の合意形成、事業化や上面整備のための計画・
設計、整備後の管理運営等を一貫して担うことで、
市民等からの不安の声を払拭する。

提案する事業スキーム

• 個別の利活用による維持管理の軽減に留まらず、諸制度等を駆使し
て「新しい都市空間」として活用策を提供し、地域創生に貢献する。

• 民間活用手法に対する市民等からの懸念や不安を払拭し、かつ、将
来に向けて持続可能で質の高いエコシステムを形成する。

• 運営の核となる公益社団法人雨水貯留浸透技術協会では「雨水貯留
浸透技術評価認定制度」を創設し、民間における技術開発の促進と、
学識経験者で構成される評価評定委員会で審査を行っている。
http://arsit.or.jp/nintei

地球温暖化、再生エネルギー、デジタ
ル社会等への社会貢献、施設の規模、
地域のニーズと場所性、各種施策（国
の補助制度）の活用を考慮し、調整池
の上面利用等の選択肢の中から、最
適な対策方法を提案。

施設、地域性等に応じた調整池
の上面利用等の選択肢

段階1 段階2 段階3 段階4 段階5 段階6

現行
維持のみ

オープン調
整池の増設

新製品・新
技術の活用

既存施設の
改良

覆蓋後
上面利用

調整池群
連携

流出抑制機能 ±0 ＋ ＋＋ ＋＋＋ ＋＋？ ＋＋＋

温暖化対応 × ＋ ＋＋ ＋＋＋ ＋＋？ ＋＋＋

土地の価値 × × ±0 ±0 ＋＋ ＋＋

行政

企業

住民

庁内連携が必要

利益UP

まちづくり・活性化

対策の
レベル

担当組織だけでの自己完結型対応

利益が少ない、もしくはでない

親水公園・ｴｺﾛｼﾞｶﾙﾎﾟﾝﾄﾞ等今一つ

事例が
少ない
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地方公共団体が抱える課題

社会インフラ全体の老朽化の進行

温暖化に備え雨水貯留・浸透施設の増加

財政制約の拡大

職員数の減少

国土交通省総合政策局社会資本整備政策課「官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）のすすめ」 国土交通省総合政策局社会資本整備政策課「官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）のすすめ」

国土交通省総合政策局社会資本整備政策課「官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）のすすめ」(公社)雨水貯留浸透技術協会
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官民連携の課題（いま官民連携をアップデートしていく時期に差し掛かっている）

包括連携協定締結数の推移

株式会社Public dots & Companyによる調査結果をもとに加工

官民連携に対する自治体の専門組織体制

一般社団法人官民共創未来コンソーシアムによる調査結果「官民共創に関する自治体意識調査2021」をもとに加工

都道府県や政令指定都市など、人口規模の大きい自治体においても、官民連携
の専門部署が「ない」とした自治体が一定数存在している。

一般社団法人官民共創未来コンソーシアムによる調査結果「官民共創に関する自治体意識調査2021」をもとに加工

近年、減少傾向にある。COVID-19等を契機とした社会課題へ
の関心の高まりが今後どのように影響するか注視が必要。
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解決策が「明確になっていない」という回答が80%を占めるとともに、どのような企
業と連携していくのがよいのか、自治体と企業とのつながりが弱い状況にある。

地方創生SDGsの取組み状況
自治体におけるSDGsの達成度指標として、内閣府が発表する
「地方創生SDGsローカル指標リスト」を見ると、17番目の「パート
ナーシップ」に係る指標は“未整備”や“検討中” が多い。
自治体、企業ともに、パートナーシップのあり方が明確でない。

内閣府地方創生推進事務局「地方創生SDGsローカル指標リスト（2022 年 9 月改定版）」
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①解決したい課題 ②課題解決の方向性のイメージ自治体

• 雨水調整池の維持管理への貢献（歳入増加）

• 地域活性化への貢献

• 公募による雨水調整池の土地の貸付（上部利用）• 横浜市

③取り組み動向 ④その他

• 雨水調整池の土地の貸付に関する意見募集中（2022/9/29）

• 美しが丘西第一雨水調整池（青葉区）への事業者募集（2019/6/14）
30年間の事業用定期借地権設定契約、貸付面積6,037㎡、敷地面積や
立地状況から当該調整池を選定

• 青葉区選出議員団会議の場では、住宅開発地の開放空間
やビオトープ事業の大切さの観点から慎重派の意見あり

• 横浜市では175箇所の調整池を管理

①解決したい課題 ②課題解決の方向性のイメージ自治体

• 調整池の本来機能の確実な維持

• 利用者の安全確保

• 地域課題、ニーズの把握と官民協働による活用

• 維持管理費の軽減

• 公募による雨水調整池の目的外使用許可

• コミュニティースペースや運動施設など、施設の形状や
周囲の環境に適した活用方法によって、有効活用により
収益化を見込める事業者を公募により選定する事業

• 川崎市

③取り組み動向 ④その他

• 川崎市PPPプラットフォーム意見交換会を開催（2023/2/13，16） • 年間8割程度の日数について利活用の余地があることか
ら、有効活用したい

• 川崎市では64箇所の調整池を管理

①解決したい課題 ②課題解決の方向性のイメージ自治体

• 行政側の管理負担の軽減（集客性・収益性のある事業に開放）

• 地域活性化への貢献（周辺エリアにおける新たな魅力づくり）

• 公募による雨水調整池の目的外使用許可• 静岡市

③取り組み動向 ④その他

• 民間事業者による調整池の利活用に関する社会実験参加者募集中
（2023/2/24）参加事業者は法定外公共物土地占用許可を受けて、
1ヵ月以上1年以内の期間で、対象6施設の中で社会実験を実施

• 静岡市では約100箇所の調整池を管理



サテライトオフィス、地域スタートアップ、
データセンター、GIGAスクール、など

参考資料

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局内閣府地方創生推進事務局
「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」より抜粋

「調整池イノベーションエコシステム」の活用イメージ

調整池イノベーションエコシステム

本提案の調整池上面利用は、従来の人や資産の集積による経済・社会活動を促す開
発ではなく、地区の道路・下水道等の都市インフラに過大な負荷が生じないよう、人の
交流・働き方、デジタル、グリーンに配慮して利活用を促す官民連携手法を構築

現状

建設
（分担）

建設後

雨水調整池

建物等の上面利用はできない

民間事業者

自治体
人工地盤を新設

既存調整池の再整備（老朽対策含む）

公園等

建築敷地

調整池

民間事業者

自治体一部の床を自治体が所有
（等価交換）

定期借地権の設定

アート、エリートツリー、
エネルギーの地産地消、
省エネ農産物生産、など
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「調整池イノベーションエコシステム」による上面利用の事例

項目 諸 元

所在地 横浜市青葉区あざみ野2－30

交通 東急田園都市線あざみ野駅徒歩9分

事業主体 東京急行電鉄（株）

店舗数 21（飲食店、物販店、サービス店）

建物概要 鉄骨造2階建て3棟

敷地面積 6,728m2

店舗面積 3,120m2

防災調整池

店舗

店舗 店舗店
舗

店舗

調整池上の商業施設：三規庭（横浜市青葉区あざみ野）

◆ 「悠・粋・知 三規庭」は、東京急行電鉄（株）が横浜市青葉区あざみ野に建設した近隣型小型商業施設。
◆ 三規庭とは、千利休が茶の湯の心をこめた“四規”の精神を受け、遊水池（調整池）から連想される『悠粋知』

の“三規”をテーマとすべく名付けたもの。
◆ 東急田園都市線あざみ野駅から徒歩９分に立地するこの施設は、既存の防災調整池の機能を残しながら、

上部に人工地盤を設け、地上２階建ての建物を３棟建設したもの。

施設区分 諸 値

調整池

貯留量 16,413m3

水 深 3.985m

池底面積 4,099m2

構造
外周 逆 L型擁壁

池底 土間コンクリート

流入口の径 φ 1,800mm

放流

施設

余水吐越流幅 11.37m

オリフィス φ 400mm

「三規庭」の施設概要

三規庭（２階から中庭を望む）

全体平面図

「調整池」の施設概要

人工地盤（全景）

施設区分 諸 値

鉄 骨 部
構 造 H型鋼

面 積 約4,130m2

高 さ 5.49m

基
礎
部

調
整
池
内

柱脚ポスト

一般部

地表部
断面 □ 0.75m

高さ 1.5m

地中部
断面 □ 1.6m

高さ 1.4m

基 数 71基

基礎杭

一般部

径 1.0m～1.5m

長 さ 6m～13m

本 数 71本

「人工地盤」の概要



気候変動対策～流域治水の実践～
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流出抑制対策としての雨水貯留施設の例

コミュニティポンド

マンションの共有スペースを
活用した遊水地

オフィス街の修景に配慮した
調整池



公益社団法人雨水貯留浸透技術協会～３０年のあゆみ～

参考資料



公益社団法人雨水貯留浸透技術協会～３０年の事業成果～

参考資料

雨水協会の事業



公益社団法人雨水貯留浸透技術協会～３０年の活動で培ったネットワーク～

参考資料
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